
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

担

当

課

（

室

）

目

次

【

告

示

】

○

特

定

施

設

の

設

置

許

可

申

請

環

境

管

理

課

【

公

告

】

○

土

地

改

良

区

役

員

の

退

任

届

耕

地

課

○

開

発

許

可

を

受

け

た

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

建

築

指

導

課

の

完

了

○

落

札

者

等

の

決

定

警

察

本

部

会

計

課

岡

山

県

公

報
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◎
岡
山
県
告
示
第
四
百
四
十
七
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
申
請
の
あ
っ
た
特
定
施
設
の
設
置
の
許
可
申
請
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果
に
基
づ

く
事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
元
年
十
月
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

１
申
請
の
概
要

申
請
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ

て
は
そ
の
代
表
者
の
氏
名

(
1
)

っ

名
称

北
興
化
学
工
業
株
式
会
社

住
所

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
本
町
一
丁
目
５
番
４
号

氏
名

代
表
取
締
役
社
長

中
島

喜
勝

工
場
又
は
事
業
場
の
名
称
及
び
所
在
地

(
2
)名

称
北
興
化
学
工
業
株
式
会
社
岡
山
工
場

所
在
地

玉
野
市
胸
上

番
地

4
0
2
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(3) 特定施設に関する事項

区 分 新 設 廃 止 新 設 廃 止

46－イ 46－イ

種 類 同左 同左
有機化学工業製品製造 有機化学工業製品製造
業の用に供する水洗施 業の用に供する水洗施
設（Ｒ－７－３） 設（Ｒ－７－12）

能 力 8.0㎥／時 12.0㎥／時8.0㎥／回，1.2～3.1 12.0㎥／回，0.75～1.5
回／日 回／日

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 工事着手後１週間 同左 同左 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに － 工事完成後直ちに －

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左 同左 同左
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 25.7 30.3 38.5 45.5
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 0.5～2.5 0.5～2.5 0.5～2.5 0.5～2.5
最大の値並びに
当該汚水等の通 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 760 1,000 760 1,000
常の量及び最大
の量 Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 33 57 33 57

油 分（㎎／Ｌ） 32 41 32 41

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 17 20 17 20
同左 同左

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 0.4 0.6 0.4 0.6

ふっ素（㎎／Ｌ） <0.1 55 <0.1 55

ほう素（㎎／Ｌ） <0.1 14 <0.1 14

ベンゼン（㎎／Ｌ） <0.01 0.1 <0.01 0.1

アンモニア，アンモニウム

6.8 8.0 6.8 8.0化合物，亜硝酸化合物及び

  硝酸化合物（mg／Ｌ）

備考 種類は，水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第１の号番号及び名称とする。
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(4) 汚水等の処理施設に関する事項

変更なし

(5) 排水口に関する事項

変更なし

２ 縦覧の期間及び場所

(1) 期 間 令和元年10月11日から同年11月１日まで

(2) 場 所 岡山県環境文化部環境管理課及び玉野市役所
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〔
四
〇
二
〕
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
十
八
条
第
十
七
項
の
規
定
に
よ

り
、
土
地
改
良
区
役
員
の
退
任
の
届
出
が
あ
っ
た
。

令
和
元
年
十
月
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

土
地
改
良
区
の
名
称

星
田
池
土
地
改
良
区

二

退
任
役
員

退
任
役
員

理
事
監

住

所

氏

名

事
の
別

妹
尾

満

小
田
郡
矢
掛
町
西
川
面
一
三
四
三

理

事
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〔
四
〇
三
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

令
和
元
年
十
月
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

総
社
市
上
林
字
山
本
二
九
二

三

－

二

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名

総
社
市
井
尻
野
八
四
七

一
Ｒ
ｉ
ｖ
ｅ
ｒ
Ｓ
ｉ
ｄ
ｅ
東
祥
Ｄ
二
〇
五

－

濱
川

陽
子

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
一
六
八
号
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〔
四
〇
四
〕
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七

年
政
令
第
三
百
七
十
二
号
）
に
基
づ
き
、
特
定
調
達
契
約
に
つ
き
、
次
の
と
お
り
落
札
者
等
を
決
定
し

た
。

令
和
元
年
十
月
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

借
入
件
名
及
び
数
量

岡
山
県
警
察
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
端
末

八
四
〇
式

二

借
入
期
間

令
和
二
年
三
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
二
月
二
十
八
日
ま
で

三

契
約
に
関
す
る
事
務
を
担
当
す
る
課
等
の
名
称
及
び
所
在
地

岡
山
県
警
察
本
部
警
務
部
情
報
管
理
課

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

四

落
札
者
を
決
定
し
た
日

令
和
元
年
九
月
十
九
日

五

落
札
者
の
名
称
及
び
住
所

Ｎ
Ｅ
Ｃ
キ
ャ
ピ
タ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会
社

東
京
都
港
区
港
南
二
丁
目
一
五
番
三
号

六

落
札
金
額

一
月
当
た
り
二
、
五
〇
六
、
九
〇
〇
円
（
う
ち
消
費
税
額
及
び
地
方
消
費
税
の
額
二
二
七
、
九
〇
〇

円
）

七

契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
手
続

一
般
競
争
入
札

八

入
札
公
告
日

令
和
元
年
七
月
二
十
六
日
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